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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
 

平成25年8月16日付をもって提出し、平成25年8月17日にその届出の効力が生じた有価証券届出書（以下「原届

出書」といいます。）の記載事項について、関係情報を新たな情報により訂正を行うため、本訂正届出書を提

出いたします。

 

Ⅱ【訂正の内容】
 

第一部【証券情報】
 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 
（5） 申込手数料

＜訂正前＞

3.15％（税抜 3.0％）を上限として販売会社（下記「（8）申込取扱場所」をご参照ください。）が定める

申込手数料率
＊
を、取得申込日の翌営業日の基準価額に乗じて得た額が申込手数料となります。ただし、税

引後の収益分配金を再投資する場合の受益権の価額は、原則として毎計算期間終了日の基準価額とし、申込

手数料は無手数料となります。申込手数料は、お申込時にご負担いただきます。

詳しくは販売会社または下記「（8）申込取扱場所」の照会先までお問い合わせください。

*当該申込手数料は、消費税および地方消費税（以下「消費税等」または「税」ということがあります。）

に相当する金額を含みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新　設）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 
＜訂正後＞

3.15％
※
（税抜 3.0％）を上限として販売会社（下記「（8）申込取扱場所」をご参照ください。）が定め

る申込手数料率
＊
を、取得申込日の翌営業日の基準価額に乗じて得た額が申込手数料となります。ただし、

税引後の収益分配金を再投資する場合の受益権の価額は、原則として毎計算期間終了日の基準価額とし、申

込手数料は無手数料となります。申込手数料は、お申込時にご負担いただきます。

詳しくは販売会社または下記「（8）申込取扱場所」の照会先までお問い合わせください。

*当該申込手数料は、消費税および地方消費税（以下「消費税等」または「税」ということがあります。）

に相当する金額を含みます。

※　消費税率が8％となる平成26年4月1日以降は、3.24％となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 
第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 

（1） ファンドの目的及び基本的性格

④　ファンドの特色

＜訂正前＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）
 

ｂ．実質的な運用にあたっては、ＢＮＹメロン・グループ
＊
傘下の資産運用会社である「ザ・ボスト

ン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー」（以下、ザ・ボストン・カンパ

ニー・アセット・マネジメントという場合があります。）に委託します。
* ＢＮＹメロン・グループとは、ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーションを最終親会社

とするグループの総称です。以下同じ。
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ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー

 
■　米国で最も歴史ある金融機関のひとつである「Boston Safe Deposit & Trust Company」に

より、1970年に米国・ボストンにて、機関投資家向け投資戦略の運用会社として設立さ

れた、米国有数の経験と規模を持つアクティブ株式運用のスペシャリストです。

■　グローバル株式および米国株式運用を専門としたブティック型運用会社であり、グロー

ス、バリュー、コアなど幅広い投資スタイルをカバーしています。

■　2013年（平成25年）3月末現在の総運用資産は、約436億米ドル（約4兆円、1米ドル＝

94.05円で換算）です。

 
 
 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーション
 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーションは、2007年7月1日に旧メロ

ン・フィナンシャル・コーポレーションと旧バンク・オブ・ニューヨーク・カンパニー・イ

ンクが合併してできた世界最大級の総合金融会社で、資産運用、アセット・サービスにおい

てそれぞれ高い評価を得ています。また1980年代以来、ＢＮＹメロン・グループの資産運用

部門は運用会社の設立および買収を通じて成長を続け、伝統的なパッシブ・マネジャーから

ヘッジファンドまでそれぞれ専門性を持った複数の運用会社を傘下に有しています。

 

▼　格　付　け：スタンダード＆プアーズ社　Ａ＋、ムーディ－ズ社　Ａａ３

▼　総運用資産：約1.43兆米ドル（約134兆円）（注）

▼　総管理資産：約26.2兆米ドル（約2,464兆円）（注）

 
（注）2013年（平成25年）3月末現在。1米ドル＝94.05円で換算。

 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

＜訂正後＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）
 

ｂ．実質的な運用にあたっては、ＢＮＹメロン・グループ
＊
傘下の資産運用会社である「ザ・ボスト

ン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー」（以下、ザ・ボストン・カンパ

ニー・アセット・マネジメントという場合があります。）に委託します。
* ＢＮＹメロン・グループとは、ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーションを最終親会社

とするグループの総称です。以下同じ。
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ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー

 
■　米国で最も歴史ある金融機関のひとつである「Boston Safe Deposit & Trust Company」に

より、1970年に米国・ボストンにて、機関投資家向け投資戦略の運用会社として設立さ

れた、米国有数の経験と規模を持つアクティブ株式運用のスペシャリストです。

■　グローバル株式および米国株式運用を専門としたブティック型運用会社であり、グロー

ス、バリュー、コアなど幅広い投資スタイルをカバーしています。

■　2013年（平成25年）9月末現在の総運用資産は、約461億米ドル（約4.5兆円、1米ドル＝

97.75円で換算）です。

 
 
 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーション
 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・コーポレーションは、2007年7月1日に旧メロ

ン・フィナンシャル・コーポレーションと旧バンク・オブ・ニューヨーク・カンパニー・イ

ンクが合併してできた世界最大級の総合金融会社で、資産運用、アセット・サービスにおい

てそれぞれ高い評価を得ています。また1980年代以来、ＢＮＹメロン・グループの資産運用

部門は運用会社の設立および買収を通じて成長を続け、伝統的なパッシブ・マネジャーから

ヘッジファンドまでそれぞれ専門性を持った複数の運用会社を傘下に有しています。

 

▼　格　付　け：スタンダード＆プアーズ社　Ａ＋、ムーディ－ズ社　Ａａ３

▼　総運用資産：約1.53兆米ドル（約150兆円）（注）

▼　総管理資産：約27.4兆米ドル（約2,678兆円）（注）

 
（注）2013年（平成25年）9月末現在。1米ドル＝97.75円で換算。

 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（3） ファンドの仕組み

③　委託会社の概況

＜訂正前＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ｃ．資本金の額（平成25年7月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ｅ．大株主の状況（平成25年7月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表省略）

 
＜訂正後＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ｃ．資本金の額（平成26年1月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ｅ．大株主の状況（平成26年1月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表省略）

 
２【投資方針】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 

（3） 運用体制
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＜訂正前＞

①　当ファンドに関する委託会社の運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（図一部省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（図一部省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（注）上記の運用体制は平成25年7月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

②　ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメントの運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

 

出所：ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント
（注）上記の運用体制は平成25年3月末現在のものであり、今後変更される場合があります。

 

＜訂正後＞

①　当ファンドに関する委託会社の運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（図一部省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（図一部省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（注）上記の運用体制は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

②　ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメントの運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

 

出所：ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント
（注）上記の運用体制は平成25年12月末現在のものであり、今後変更される場合があります。

 

３【投資リスク】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。
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（2） リスク管理体制

＜訂正前＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表省略）

 

※運用リスクの管理は、以下の体制で行います。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

 

（注）上記の管理体制は平成25年7月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 
（参考）投資顧問会社（ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント）のリスク管理体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（注）上記の管理体制は平成25年3月末現在のものであり、今後変更される場合があります。

 

＜訂正後＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表省略）

 

※運用リスクの管理は、以下の体制で行います。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

 

（注）上記の管理体制は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 
（参考）投資顧問会社（ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント）のリスク管理体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（注）上記の管理体制は平成25年12月末現在のものであり、今後変更される場合があります。

 
４【手数料等及び税金】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 
＜訂正前＞

（1） 申込手数料

3.15％（税抜 3.0％）を上限として販売会社が定める申込手数料率
＊
を、取得申込日の翌営業日の基準

価額に乗じて得た額が申込手数料となります。ただし、税引後の収益分配金を再投資する場合の受益権

の価額は、原則として毎計算期間終了日の基準価額とし、申込手数料は無手数料となります。申込手数

料は、お申込時にご負担いただきます。

詳しくは、販売会社または下記の照会先までお問い合わせください。

*当該申込手数料は、消費税等相当額を含みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新設）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（3） 信託報酬等

①　信託報酬は、信託期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年10,000分の178.50（税抜　年10,000

分の170.00）の率を乗じて得た額とし、信託財産の費用として計上されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新　設）

②　信託報酬および信託報酬にかかる消費税等に相当する金額は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および

毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われます。

信託報酬の配分は、以下のとおりです。

信託報酬合計 委託会社 販売会社 受託会社
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年1.7850％

（税抜1.70％）

年0.8925％

（税抜0.85％）

年0.8400％

（税抜0.80％）

年0.0525％

（税抜0.05％）

③　委託会社の受取る報酬には、「米国製造業株式マザーファンド」において運用の指図権限の一部を委

託している「ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー」への投資顧

問報酬が含まれます。その報酬額は、信託財産に属する当該マザーファンドの受益証券の時価総額

に、年10,000分の53の率を乗じて得た額とします。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（5） 課税上の取扱い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

③　個人、法人別の課税の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ａ．個人の受益者に対する課税

1．収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は配当所得となり、10.147％（所得税7％、復興特別

所得税0.147％および地方税3％）の税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度が適用されま

す。なお、確定申告を行うことにより総合課税または申告分離課税のいずれかを選択することも

できます。

2．一部解約金および償還金に対する課税

一部解約時および償還時の差益（解約価額または償還価額から取得費を控除した利益をいいま

す。）は譲渡所得とみなされ、10.147％（所得税7％、復興特別所得税0.147％および地方税3％）

の税率による申告分離課税が適用されます。ただし、特定口座（源泉徴収口座）利用の場合は、

10.147％（所得税7％、復興特別所得税0.147％および地方税3％）の税率による源泉徴収が行わ

れ、原則として確定申告は不要です。

※ 上記1．および2．の10.147％の税率は、軽減税率適用終了後の平成26年1月1日以降平成49年12月

31日までは20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税5％）の税率となる予定

です。

※ 少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、平成26年1月1日以降の非課税制度です。NISAをご利

用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得

および譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で

非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社ま

でお問い合わせください。

3．損益通算について

一部解約時もしくは償還時の差損（譲渡損）は、確定申告等を行うことにより、上場株式等（公

募株式投資信託、特定株式投資信託（ETF）および特定不動産投資信託（REIT）などを含みま

す。）の譲渡益および上場株式等の配当所得（申告分離課税を選択したものに限ります。）との

損益通算ができます。また、一部解約時もしくは償還時の差益（譲渡益）は、他の上場株式等の

譲渡損との損益通算ができます。ただし、特定口座（源泉徴収口座）利用の場合は、原則として

確定申告は不要です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新　設）

ｂ．法人の受益者に対する課税

・ 収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の受益者ごとの個

別元本超過額は、7.147％（所得税7％および復興特別所得税0.147％）の税率による源泉徴収が行

われます。なお、地方税の源泉徴収はありません。

・ 上記7.147％の税率は、軽減税率適用終了後の平成26年1月1日以降平成49年12月31日までは

15.315％（所得税15％および復興特別所得税0.315％）の税率となる予定です。

・ 益金不算入制度は適用されません。

 

（注）「課税上の取扱い」の内容は平成25年7月末現在のものであり、税法が改正された場合等には、内容が

変更になることがあります。課税上の取扱い等については、税務専門家に相談することをお勧めしま

す。

 
＜訂正後＞

（1） 申込手数料

3.15％
※
（税抜 3.0％）を上限として販売会社が定める申込手数料率

＊
を、取得申込日の翌営業日の基

準価額に乗じて得た額が申込手数料となります。ただし、税引後の収益分配金を再投資する場合の受益
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権の価額は、原則として毎計算期間終了日の基準価額とし、申込手数料は無手数料となります。申込手

数料は、お申込時にご負担いただきます。

詳しくは、販売会社または下記の照会先までお問い合わせください。

*当該申込手数料は、消費税等相当額を含みます。

※　消費税率が8％となる平成26年4月1日以降は、3.24％となります。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（3） 信託報酬等

①　信託報酬の総額は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年率1.7850％
※
（税抜 1.70％）

を乗じて得た額とし、信託財産の費用として計上されます。

※　消費税率が8％となる平成26年4月1日以降は、年率1.836％となります。

②　信託報酬および信託報酬にかかる消費税等に相当する金額は、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および

毎計算期末または信託終了のとき、信託財産中から支払われます。

信託報酬の配分は、以下のとおりです。

委託会社 販売会社 受託会社

年率0.85％（税抜） 年率0.80％（税抜） 年率0.05％（税抜）

③　委託会社の受取る報酬には、「米国製造業株式マザーファンド」において運用の指図権限の一部を委

託している「ザ・ボストン・カンパニー・アセット・マネジメント・エル・エル・シー」への投資顧

問報酬が含まれます。その報酬額は、信託財産に属する当該マザーファンドの受益証券の時価総額

に、年率0.53％を乗じて得た額とします。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（5） 課税上の取扱い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

③　個人、法人別の課税の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

ａ．個人の受益者に対する課税

1．収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は配当所得となり、20.315％（所得税15％、復興特

別所得税0.315％および地方税5％）の税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度が適用されま

す。なお、確定申告を行うことにより総合課税または申告分離課税のいずれかを選択することも

できます。

2．一部解約金および償還金に対する課税

一部解約時および償還時の差益（解約価額または償還価額から取得費を控除した利益をいいま

す。）は譲渡所得とみなされ、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税

5％）の税率による申告分離課税が適用されます。ただし、特定口座（源泉徴収口座）利用の場合

は、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税5％）の税率による源泉徴収が

行われ、原則として確定申告は不要です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（削　除）

3．損益通算について

一部解約時もしくは償還時の差損（譲渡損）は、確定申告等を行うことにより、上場株式等（公

募株式投資信託、特定株式投資信託（ETF）および特定不動産投資信託（REIT）などを含みま

す。）の譲渡益および上場株式等の配当所得（申告分離課税を選択したものに限ります。）との

損益通算ができます。また、一部解約時もしくは償還時の差益（譲渡益）は、他の上場株式等の

譲渡損との損益通算ができます。ただし、特定口座（源泉徴収口座）利用の場合は、原則として

確定申告は不要です。

※ 少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、平成26年1月1日以降の非課税制度です。NISAをご利

用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得

および譲渡所得が5年間非課税となります。なお、他の口座で生じた配当所得や譲渡損益との損益

通算はできません。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設する

など、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社までお問い合わせくださ

い。

ｂ．法人の受益者に対する課税
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・ 収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の受益者ごとの個

別元本超過額は、15.315％（所得税15％および復興特別所得税0.315％）の税率による源泉徴収が

行われます。なお、地方税の源泉徴収はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（削　除）

・ 益金不算入制度は適用されません。

 

（注）「課税上の取扱い」の内容は平成26年1月末現在のものであり、税法が改正された場合等には、内容が

変更になることがあります。課税上の取扱い等については、税務専門家に相談することをお勧めしま

す。

 
５【運用状況】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」を、以下の内容に更新します。

 

＜更新後＞

（1） 投資状況

（平成25年12月30日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 4,391,910,403 100.20

現金・預金・その他の資産（負債控除後） △8,744,103 △0.20

合計（純資産総額） 4,383,166,300 100.00
（注）投資比率は、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の比率です。

 

＜参考情報＞米国製造業株式マザーファンド

（平成25年12月30日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 アメリカ 4,294,252,844 97.77

投資信託受益証券 アメリカ 34,681,066 0.79

現金・預金・その他の資産（負債控除後） 63,064,874 1.44

合計（純資産総額） 4,391,998,784 100.00
（注）投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の比率です。

 

（2） 投資資産

①　投資有価証券の主要銘柄

（平成25年12月30日現在）

順位 銘柄名
国／

地域
種類 数量

帳簿価額 評価額 投資
比率
(％)

単価
（円）

金額
（円）

単価
（円）

金額
（円）

1
米国製造業株式
マザーファンド

日本
親投資信託
受益証券

2,191,462,703 1.6926 3,709,350,970 2.0041 4,391,910,403 100.20

（注）投資比率は、当ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

種類別投資比率

（平成25年12月30日現在）

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.20

合計 100.20
（注）投資比率は、当ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価金額の比率です。

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。（平成25年12月30日現在）

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。（平成25年12月30日現在）

 

＜参考情報＞米国製造業株式マザーファンド

①　投資有価証券の主要銘柄

（平成25年12月30日現在）
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国／

地域
種類 銘柄名 業種 数量

帳簿価額 評価額 投資

比率

(％)
単価

（円）

金額

（円）

単価

（円）

金額

（円）

アメリカ 株式 APPLE INC
テクノロジー・

ハードウェア

および機器

6,360 46,787.89 297,570,983 59,027.88 375,417,349 8.55

アメリカ 株式 JOHNSON & JOHNSON
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

30,000 9,216.35 276,490,665 9,732.76 291,982,995 6.65

アメリカ 株式 PFIZER INC
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

78,300 3,082.65 241,372,082 3,229.14 252,842,413 5.76

アメリカ 株式 DOW CHEMICAL 素材 40,720 4,050.13 164,921,607 4,700.39 191,400,043 4.36

アメリカ 株式 FEDEX CORP 運輸 10,570 11,411.86 120,623,401 15,116.08 159,777,046 3.64

アメリカ 株式 PARKER HANNIFIN CORP 資本財 11,700 11,106.03 129,940,594 13,501.51 157,967,700 3.60

アメリカ 株式
WESTERN DIGITAL

CORPORATION

テクノロジー・

ハードウェア

および機器

16,260 6,827.59 111,016,660 8,728.39 141,923,780 3.23

アメリカ 株式
RELIANCE STEEL &

ALUMINUM
素材 17,690 7,417.12 131,208,997 7,973.80 141,056,652 3.21

アメリカ 株式 UNION PACIFIC CORP 運輸 7,910 16,865.92 133,409,434 17,500.00 138,425,075 3.15

アメリカ 株式 LEAR CORP
自動車・

自動車部品
15,680 7,769.04 121,818,680 8,561.88 134,250,334 3.06

アメリカ 株式 ELI LILLY & CO
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

24,150 5,882.86 142,071,305 5,401.23 130,439,885 2.97

アメリカ 株式 MERCK & CO.INC
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

23,960 4,886.93 117,090,945 5,247.36 125,726,939 2.86

アメリカ 株式 BIOGEN IDEC INC
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

4,230 24,027.86 101,637,873 29,210.94 123,562,302 2.81

アメリカ 株式 CRANE CO 資本財 16,360 6,371.87 104,243,946 7,083.26 115,882,164 2.64

アメリカ 株式 CUMMINS INC 資本財 7,750 12,049.23 93,381,599 14,736.68 114,209,298 2.60

アメリカ 株式 EMC CORP/MASS
テクノロジー・

ハードウェア

および機器

40,210 2,569.40 103,315,903 2,634.74 105,943,297 2.41

アメリカ 株式
WESCO INTERNATIONAL

INC
資本財 10,040 7,946.40 79,781,916 9,579.95 96,182,708 2.19

アメリカ 株式 SANDISK CORPORATION
テクノロジー・

ハードウェア

および機器

12,340 7,309.85 90,203,553 7,402.59 91,348,005 2.08

アメリカ 株式
TOWER INTERNATIONAL

INC

自動車・

自動車部品
38,670 2,239.53 86,602,915 2,276.42 88,029,316 2.00

アメリカ 株式 MYLAN INC
医薬品・

バイオテクノロジー・

ライフサイエンス

19,030 3,235.47 61,571,051 4,508.58 85,798,357 1.95

アメリカ 株式 WHIRLPOOL CORP
耐久消費財・

アパレル
4,740 15,176.15 71,934,998 16,542.01 78,409,148 1.79

アメリカ 株式
HONEYWELL

INTERNATIONAL INC
資本財 7,120 8,297.35 59,077,165 9,605.24 68,389,341 1.56

アメリカ 株式 EMCOR GROUP INC 資本財 15,380 4,269.34 65,662,586 4,433.75 68,191,187 1.55

アメリカ 株式
TEXAS INSTRUMENTS

INC

半導体・

半導体製造装置
13,470 3,857.27 51,957,480 4,602.38 61,994,076 1.41

アメリカ 株式 REGAL-BELOIT CORP 資本財 7,190 7,091.69 50,989,273 7,758.81 55,785,856 1.27

アメリカ 株式 GENERAL MOTORS CO
自動車・

自動車部品
12,330 3,926.83 48,417,831 4,314.66 53,199,839 1.21

アメリカ 株式 FINISAR CORPORATION
テクノロジー・

ハードウェア

および機器

20,510 1,398.52 28,683,753 2,480.88 50,882,861 1.16

アメリカ 株式
EASTMAN CHEMICAL

COMPANY
素材 5,400 7,524.84 40,634,168 8,332.13 44,993,520 1.02

アメリカ 株式
ALTRA INDUSTRIAL

MOTION CORP
資本財 12,410 3,161.74 39,237,219 3,571.66 44,324,388 1.01

アメリカ 株式 INTER PARFUMS INC
家庭用品・

パーソナル用品
10,630 3,862.97 41,063,430 3,759.26 39,960,947 0.91

（注）投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する各銘柄の評価金額の比率です。

 

種類別および業種別投資比率

（平成25年12月30日現在）
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種類
国内／
外国

業種
投資比率
（％）

株式 外国

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 23.86

テクノロジー・ハードウェアおよび機器 19.51

資本財 17.74

素材 10.43

自動車・自動車部品 9.33

運輸 7.65

耐久消費財・アパレル 3.51

ヘルスケア機器・サービス 2.44

半導体・半導体製造装置 2.40

家庭用品・パーソナル用品 0.91

投資信託受益証券 外国  0.79

合計 98.56
（注）投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該業種の評価金額の比率です。

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。（平成25年12月30日現在）

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。（平成25年12月30日現在）
 

（3） 運用実績

①　純資産の推移

平成25年12月末日および同日前1年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産額の推移は次

のとおりです。

計算期間 年月日
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1期末 (平成25年 5月17日) 8,446,018,360 8,446,018,360 1.6512 1.6512

第2期中間期末 (平成25年11月17日) 4,357,178,817 4,357,178,817 1.7748 1.7748

平成24年12月末日 1,979,451,611 － 1.2290 －

平成25年 1月末日 1,813,675,880 － 1.3753 －

平成25年 2月末日 3,142,077,118 － 1.4095 －

平成25年 3月末日 5,490,846,005 － 1.4801 －

平成25年 4月末日 7,804,608,652 － 1.5320 －

平成25年 5月末日 7,791,614,419 － 1.6415 －

平成25年 6月末日 6,632,281,276 － 1.5545 －

平成25年 7月末日 6,334,703,350 － 1.6354 －

平成25年 8月末日 5,416,681,502 － 1.6107 －

平成25年 9月末日 4,637,064,344 － 1.6525 －

平成25年10月末日 4,316,223,851 － 1.7086 －

平成25年11月末日 4,387,220,712 － 1.8458 －

平成25年12月末日 4,383,166,300 － 1.9488 －
（注）月末日とはその月の最終営業日を指します。

 

②　分配の推移

計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1期（平成24年 5月31日～平成25年 5月17日） 0

第2期中間（平成25年 5月18日～平成25年11月17日） 該当事項なし

 

③　収益率の推移

計算期間 収益率（％）

第1期（平成24年 5月31日～平成25年 5月17日） 65.1

第2期中間（平成25年 5月18日～平成25年11月17日） 7.5
（注）収益率とは、計算期間末の分配付基準価額から前期末分配落基準価額を控除した額を前期末分配落基準価額で除

したものをいいます。なお、第1期については、前期末基準価額を1万口当たり10,000円として計算しています。

 

（4） 設定及び解約の実績
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（単位：口）

計算期間 設定口数 解約口数 残存口数

第1期(平成24年 5月31日～平成25年 5月17日) 10,406,695,209 5,291,762,797 5,114,932,412

第2期中間(平成25年 5月18日～平成25年11月17日) 729,860,695 3,389,730,881 2,455,062,226
（注1）第1期の設定口数には、当初募集期間中の設定口数を含みます。

（注2）上記数字は全て本邦内における設定および解約の実績です。

 

（参考情報）運用実績
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第３【ファンドの経理状況】
１【財務諸表】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」について、末尾に下記の内

容および中間財務諸表を追加します。
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＜追　加＞

（中間財務諸表）

 

（1）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規

則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示されております。

 

（2）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2期中間計算期間（平成25年5月18日

から平成25年11月17日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けておりま

す。

 

米国製造業株式ファンド

（1）中間貸借対照表

（単位：円）  

 
第2期中間計算期間末

（平成25年11月17日現在）

資産の部  
流動資産  
金銭信託 21,522,059
コール・ローン 39,218,228
親投資信託受益証券 4,345,631,948
未収入金 141,672,203
未収利息 96

流動資産合計 4,548,044,534

資産合計 4,548,044,534

負債の部  
流動負債  
未払解約金 137,235,537
未払受託者報酬 1,548,903
未払委託者報酬 51,113,753
その他未払費用 967,524

流動負債合計 190,865,717

負債合計 190,865,717

純資産の部  
元本等  
元本 2,455,062,226
剰余金  
中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,902,116,591
（分配準備積立金） 515,298,649

元本等合計 4,357,178,817

純資産合計 4,357,178,817

負債純資産合計 4,548,044,534

 

（2）中間損益及び剰余金計算書

（単位：円）  

 

第2期中間計算期間
（自 平成25年 5月18日

　　至 平成25年11月17日）

営業収益  
受取利息 4,184
有価証券売買等損益 297,627,126

営業収益合計 297,631,310

営業費用  
受託者報酬 1,548,903
委託者報酬 51,113,753
その他費用 967,524

営業費用合計 53,630,180

営業利益 244,001,130

経常利益 244,001,130

中間純利益 244,001,130
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一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） △31,302,761
期首剰余金又は期首欠損金（△） 3,331,085,948
剰余金増加額又は欠損金減少額 496,019,377
中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 496,019,377

剰余金減少額又は欠損金増加額 2,200,292,625
中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 2,200,292,625

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,902,116,591

 

（3）中間注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.有価証券の評価基準及び評価
方法

・親投資信託受益証券
移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、親投資信託受益証券の基準価額で評価しておりま
す。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第2期中間計算期間末

（平成25年11月17日現在）

1.受益権の総数 2,455,062,226口
2.1口当たり純資産額
（1万口当たり純資産額）

1.7748円
（17,748円）

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第2期中間計算期間
（自 平成25年 5月18日

　　至 平成25年11月17日）

1.信託財産の運用の指図にかかる権限の全部又は一部を委託するために要する費用として委託者報酬
の中から支弁している額

15,694,261円

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

1.中間貸借対照表計上額、時価
及び差額

金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上
されているため、中間貸借対照表計上額と時価との間に重要な差
額はありません。

2.時価の算定方法 (1)親投資信託受益証券
「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しており
ます。
(2)金銭債権及び金銭債務
これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似
していることから、当該帳簿価額を時価としております。

3.金融商品の時価等に関する事
項の補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価
額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本額の変動

項目
第2期中間計算期間末

（平成25年11月17日現在）

期首元本額 5,114,932,412円
期中追加設定元本額 729,860,695円
期中一部解約元本額 3,389,730,881円
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（参考情報）

当ファンドは、「米国製造業株式マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の資産

の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。なお、平成25年11月17日現

在における同親投資信託の状況は次の通りです。

 

「米国製造業株式マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

米国製造業株式マザーファンド

 

（1）貸借対照表

（単位：円）

 （平成25年11月17日現在）

資産の部  
流動資産  
預金 72,312,421
コール・ローン 11
株式 4,322,837,542
未収入金 152,723,755
未収配当金 7,552,689

未収利息 －

流動資産合計 4,555,426,418

資産合計 4,555,426,418

負債の部  
流動負債  
未払金 68,138,729
未払解約金 141,672,203

流動負債合計 209,810,932

負債合計 209,810,932

純資産の部  
元本等  
元本 2,385,088,885
剰余金  
剰余金又は欠損金（△） 1,960,526,601

元本等合計 4,345,615,486

純資産合計 4,345,615,486

負債純資産合計 4,555,426,418

 

（2）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.有価証券の評価基準及び評価
方法

・株式
移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価し

ております。

 ・外国金融商品市場（以下「海外取引所」という）に上場されて
いる株式
原則として、海外取引所における開示対象ファンドの中間計

算期間末日に知りうる直近の最終相場で評価しております。
同中間計算期間末日に当該取引所の最終相場がない場合に

は、当該取引所における直近の日の最終相場で評価しておりま
すが、直近の日の最終相場によることが適当でないと認められ
た場合には、委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもっ
て時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的
事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

・投資信託受益証券
移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価に

あたっては、投資信託受益証券の基準価額で評価しておりま
す。
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2.その他財務諸表作成のための
基本となる重要な事項

・外貨建資産等の会計処理
「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第

133号）第60条及び第61条に基づいて処理しております。
・貸借対照表は、平成25年11月17日現在のものであります。当該
親投資信託の計算期間は原則として毎年5月18日から翌年5月17
日までとなっております。

 

（貸借対照表に関する注記）

項目 （平成25年11月17日現在）

1.受益権の総数 2,385,088,885口
2.1口当たり純資産額 1.8220円
（1万口当たり純資産額） (18,220円)

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

1.貸借対照表計上額、時価及び
差額

金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上
されているため、貸借対照表計上額と時価との間に重要な差額は
ありません。

2.時価の算定方法 (1)株式
「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しており
ます。
(2)金銭債権及び金銭債務
これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似
していることから、当該帳簿価額を時価としております。

3.金融商品の時価等に関する事
項の補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価
額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

本書における開示対象ファンドの中間計算期間における元本額の変動

項目 （平成25年11月17日現在）

期首元本額 5,017,392,080円
期中追加設定元本額 149,568,552円
期中一部解約元本額 2,781,871,747円
期末元本額 2,385,088,885円
元本の内訳（注）  
米国製造業株式ファンド 2,385,088,885円

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

２【ファンドの現況】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　２　ファンドの現況」を、以下の内容に更

新します。

 

＜更新後＞

純資産額計算書

米国製造業株式ファンド

 （平成25年12月30日現在）

Ⅰ　資産総額 4,395,004,560円

Ⅱ　負債総額 11,838,260円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,383,166,300円

Ⅳ　発行済数量 2,249,197,081口
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Ⅴ　1単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ）
（1万口当たり純資産額）

1.9488円
（19,488円）

 

（参考）米国製造業株式マザーファンド

 （平成25年12月30日現在）

Ⅰ　資産総額 4,391,998,784円

Ⅱ　負債総額 －円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,391,998,784円

Ⅳ　発行済数量 2,191,462,703口

Ⅴ　1単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 2.0041円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
１【委託会社等の概況】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 
＜訂正前＞

（1） 資本金の額（平成25年7月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（2） 委託会社の機構（平成25年7月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

②　業務運営の組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（注）上記の組織図は平成25年7月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

③　運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（注）上記の運用体制は平成25年7月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

＜訂正後＞

（1） 資本金の額（平成26年1月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

（2） 委託会社の機構（平成26年1月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

②　業務運営の組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（注）上記の組織図は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

③　運用体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図省略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（注）上記の運用体制は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

 

原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　２　事業の内容及び営業の概況」を、以

下の内容に更新します。

 

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定

を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っていま

す。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務及び第二種金融商品取引業を行っています。

平成25年12月末現在、委託会社の運用する投資信託の本数、純資産額の合計は次のとおりです。（ただし、

親投資信託を除きます。）

 

ファンドの種類 本数
純資産額合計

（百万円）

公募証券投資信託 27 111,794

 

追加型株式投資信託 26 111,725

追加型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 0 0

単位型公社債投資信託 1 69

私募証券投資信託 17 209,923

合　計 44 321,717
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３【委託会社等の経理状況】

 

原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」の前文につ

いて、以下の内容に更新し、年次財務諸表の末尾に中間財務諸表を追加します。

 

＜更新後＞

 

1.　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

また、当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

2.　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第16期事業年度（平成24年4月1日から平成25

年3月31日まで）の財務諸表についての監査を、有限責任あずさ監査法人により受けております。

また、第17期事業年度に係る中間会計期間（平成25年４月1日から平成25年9月30日まで）の中間財務諸表

について、有限責任あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

3.　財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

＜追　加＞

（中間財務諸表）

 

（1）中間貸借対照表

（単位：千円）

  
当中間会計期間末

（平成25年9月30日）

資産の部   
  流動資産   
     現金・預金  2,174,568
     未収委託者報酬  331,395
     未収運用受託報酬  1,450,679
     未収収益  72,640
     前払費用  40,330
     仮払金  49,198
     繰延税金資産  169,011

     流動資産計  4,287,824

  固定資産   
     有形固定資産   
        器具備品 *1 3,218
        リース資産 *1 6,642

        有形固定資産計  9,860

     無形固定資産   
        ソフトウェア *2 117,438
        ソフトウェア仮勘定  586
        電話加入権  228

        無形固定資産計  118,253

     投資その他の資産   
        投資有価証券  31,016
        長期差入保証金  145,346
        長期前払費用  27,024
        預託金  75
        繰延税金資産  100,588

        投資その他の資産計  304,051

     固定資産計  432,165

  資産合計  4,719,989

負債の部   
  流動負債   
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     未払金  111,833
     未払費用  1,459,422
     預り金  8,000
     未払法人税等  46,845
     未払消費税等 *3 11,115
     仮受金  20,726
     賞与引当金  403,319
     リース債務  3,218

     流動負債計  2,064,481

  固定負債   
     役員退職慰労引当金  48,369
     退職給付引当金  283,646
     リース債務  3,937

     固定負債計  335,952

  負債合計  2,400,433

純資産の部   
  株主資本   
     資本金  795,000
     資本剰余金   
        資本準備金  695,000

        資本剰余金計  695,000

     利益剰余金   
        その他利益剰余金   
           繰越利益剰余金  828,736

        利益剰余金計  828,736

     株主資本計  2,318,736

  評価・換算差額等   
        その他有価証券評価差額金  819

     評価・換算差額等計  819

  純資産合計  2,319,556

負債・純資産合計  4,719,989

 

（2）中間損益計算書

（単位：千円）

  

当中間会計期間
（自 平成25年4月 1日

　　至 平成25年9月30日）

営業収益   
  委託者報酬  1,269,083
  運用受託報酬  2,609,020
  その他営業収益  104,577

  営業収益計  3,982,681

   
営業費用  2,866,188

  営業費用計  2,866,188

   
一般管理費 *1 1,347,713

営業損失  △ 231,220

   
営業外収益  1,824
営業外費用  16,862

経常損失  △ 246,258

   

税引前中間純損失  △ 246,258

   
法人税、住民税及び事業税  47,398

法人税等調整額  △ 107,059

中間純損失  △ 186,597

 
（3）中間株主資本等変動計算書
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（単位：千円）

 

当中間会計期間
（自 平成25年4月 1日

　　至 平成25年9月30日）

株主資本  
  資本金  
     当期首残高 795,000
     当中間期変動額  
        当中間期変動額合計 -

     当中間期末残高 795,000

  
  資本剰余金  
     資本準備金  
        当期首残高 695,000
        当中間期変動額  
           当中間期変動額合計 -

        当中間期末残高 695,000

  
  利益剰余金  
     その他利益剰余金  
        繰越利益剰余金  
           当期首残高 1,015,334
           当中間期変動額  

              中間純損失 △ 186,597

              当中間期変動額合計 △ 186,597

           当中間期末残高 828,736

  
  株主資本合計  
     当期首残高 2,505,334
     当中間期変動額  

        中間純損失 △ 186,597

        当中間期変動額合計 △ 186,597

     当中間期末残高 2,318,736

  
評価・換算差額等  
  当期首残高 2,417
  当中間期変動額  

     株主資本以外の項目の当期変動額 △ 1,597

     当中間期変動額合計 △ 1,597

  当中間期末残高 819

  
純資産合計  
  当期首残高 2,507,751
  当中間期変動額  
     中間純損失 △ 186,597

     株主資本以外の項目の当期変動額 △ 1,597

     当中間期変動額合計 △ 188,194

  当中間期末残高 2,319,556

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 

期 別

 
項 目

当中間会計期間
（自平成25年4月 1日

　　至平成25年9月30日）

1.資産の評価基準及び評価方
法

有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
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2.固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

器具備品  3年～20年

また、平成19年3月31日以前に取得したものについては従来の
償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等償却す
る方法によっております。

 
(2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を
採用しております。
 

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
 

(4) 長期前払費用

定額法によっております。
 

3.引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の
当中間会計期間負担額を計上しております。
 

(2) 役員退職慰労引当金

将来の役員退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づ
く当中間会計期間末要支給額を計上しております。
 

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上しております。
 

4.その他中間財務諸表作成の
ための基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、

控除対象外消費税等は、当中間会計期間に費用としております。
 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間
（平成25年9月30日）

*1. 有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

器具備品　　　　　　　　　13,444千円
リース資産　　　　　　　　 9,963千円

*2. 無形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

ソフトウェア　　　　　　　39,219千円

*3. 消費税等の取り扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」とし
て表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自平成25年4月 1日

　　至平成25年9月30日）

*1. 減価償却実施額は以下のとおりであります。

有形固定資産　　　　　　　 2,110千円

無形固定資産　　　　　　　 3,247千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間

（自平成25年4月 1日　至平成25年9月30日）

 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数 (株)

当中間会計期間
増加株式数 (株)

当中間会計期間
減少株式数 (株)

当中間会計期間末
株式数 (株)

発行済株式
普通株式

 
15,900

 
-

 
-

 
15,900

 

（リース取引関係）

当中間会計期間
（自平成25年4月 1日

　　至平成25年9月30日）

 
1.ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
(1) リース資産の内容

有形固定資産
コピー機

 
(2) リース資産の減価償却方法

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項「2.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりで
あります。

 

 

（金融商品関係）

当中間会計期間（平成25年9月30日）

 

1．金融商品の時価等に関する事項

平成25年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金
(2)未収委託者報酬
(3)未収運用受託報酬
(4)未収収益
(5)長期差入保証金
(6)投資有価証券
　 その他の有価証券

2,174,568
331,395

1,450,679
72,640
145,346

 
31,016

 

2,174,568
331,395

1,450,679
72,640
100,328

 
31,016

 

-
-
-
-

45,018
 
-

 

資産計 4,205,647 4,160,628 45,018

(1)未払費用
 

1,459,422 1,459,422 -

負債計 1,459,422 1,459,422 -

 

（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金・預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 未収委託者報酬、(3) 未収運用受託報酬、(4) 未収収益

短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

(5) 長期差入保証金

長期差入保証金については、返還予定時期に基づき、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローをその期

間に応じた無リスクの利率で割り引いた現在価値によっております。

(6) 投資有価証券

投資有価証券は当社設定の投資信託であります。これらの時価は公表されている基準価額によっておりま

す。

負　債
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(1) 未払費用

短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

 

（有価証券関係）

当中間会計期間（平成25年9月30日）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

区 分
 

種類
 

取得原価
中間貸借対照表

計上額
差 額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

投資信託受益証券 27,693 29,081 1,387

小　計 27,693 29,081 1,387

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

投資信託受益証券 2,000 1,935 △64

小　計 2,000 1,935 △64

合　計 29,693 31,016 1,322

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

当中間会計期間（自平成25年4月1日　至平成25年9月30日）

当社の報告セグメントは、「投資運用業」という単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

当中間会計期間（自平成25年4月1日　至平成25年9月30日）

 

1. 製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 その他営業収益 合計

外部顧客への売上高 1,269,083 2,609,020 104,577 3,982,681

 

2. 地域ごとの情報

(1)　営業収益

（単位：千円）

日本 ヨーロッパ アメリカ その他 合計

1,845,841 8,643 2,114,857 13,339 3,982,681

 

(2)　有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

3. 主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

ＢＮＹメロン・インターナショナル・マネジメント・リミテッド 2,033,239 投資運用業
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（1株当たり情報）

当中間会計期間
（自平成25年4月 1日

　　至平成25年9月30日）

1株当たり純資産額
1株当たり中間純損失金額

145,884.05円
△11,735.71円

（注）1. 潜在株式調整後1株当たり中間純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
2. 1株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

中間純損失（千円）
普通株式に係る中間純損失（千円）
普通株式に帰属しない金額（千円）
普通株式の期中平均株式数（株）

△186,597
△186,597

-
15,900

 

（重要な後発事項）

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正します。

下線部　　　　が訂正部分を示します。

 

＜訂正前＞

（1） 受託会社

①　名称　　　：三井住友信託銀行株式会社

②　資本金の額：342,037百万円（平成25年3月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

＜参考：再信託受託者の概要＞

名称　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　：51,000百万円（平成25年3月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（2） 販売会社

 名　称
資本金の額

(平成25年3月末現在)
事業の内容

（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

 

＜訂正後＞

（1） 受託会社

①　名称　　　：三井住友信託銀行株式会社

②　資本金の額：342,037百万円（平成25年9月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

＜参考：再信託受託者の概要＞

名称　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　：51,000百万円（平成25年9月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）

（2） 販売会社

 名　称
資本金の額

(平成25年9月末現在)
事業の内容

（省　略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（省　略）
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 
平成26年1月15日

 
 
ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社
取　締　役　会　御　中

 
 

 あらた監査法人

  
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 鶴 田 光 夫

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンド

の経理状況」に掲げられている米国製造業株式ファンドの平成25年5月18日から平成25年11月17日ま
での中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中
間注記表について中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
 

中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、米国製造業株式ファンドの平成25年11月17日現在の信託財産の状態及び同日
をもって終了する中間計算期間（平成25年5月18日から平成25年11月17日まで）の損益の状況に関す
る有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係
ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執

行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）1．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社が別途保管しております。

2．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 

 

 

   委託会社の監査報告書（中間）へ
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成25年12月24日

 

ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社

取締役会　御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業　務　執　行　社　員
公認会計士 安　藤　通　教　㊞

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理の状況」に掲げられているＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社の平
成25年4月1日から平成26年3月31日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成25年4月1日から平成
25年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資
本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
 

中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、ＢＮＹメロン・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社の平成25年9月30
日現在の財務状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成25年4月1日から平成25年9月30日
まで）の経営成績の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
 

以　上
 

（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原
本は当社が別途保管しております。
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